
税務研修会

初心者のための源泉所得税研修会
日時／平成26年10月16日㈭　13：30～15：30　会場／中区役所B1ホール　講師／名古屋中税務署副署長　牧野内 さつきさん　法人課税第八部門統括国税調査官　遠藤 克彦氏

講師　牧野内 さつきさん 講師　遠藤 克彦氏

源泉所得税の事務は、会社の経理や従業員の給料に大きく影
響する仕事の一つである。
当会ではその重要性に対処するため、新設法人・未加入法

人・他の法人会が参加できる合同の研修会を開催した。
この日は、名古屋中税務署副署長の牧野内さつきさん並びに

法人課税第八部門統括国税調査官の遠藤克彦氏を講師に招いた。
複雑な税法の基礎など、「平成26年度版の源泉所得税実務の

ポイント」「源泉徴収のしかた」のテキストを使って解説が行
われた。
会場には初めて扱う給与事務担当者からベテランまで、多く

の参加者が平成26年度の税制改正事項を熱心にメモを取るなど
活気に満ちていた。

未加入法人も参加した合同税務研修会
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社長の“やる気”サポート

講師　谷口 勝司氏

調査部所管法人税務研修会

納税者のコンプライアンス（自発的な納税義務の履行）の維持と向上を目指す
日時／平成26年10月21日火㈭　14：30～16：30　会場／中日ビル５F　中日パレス

平成23年12月の税制改正によって、調査手続きの透明性や納
税者の予見可能性を確保するため、国税通則法に税務調査手続
が法定化され、原則として平成25年１月１日以後の調査から適
用が始まった。

《税務調査手続の法定化》
・事前通知
・調査結果の説明、修正申告の勧奨
・処分理由の記載
・更生をすべきと認められない場合の通知
・再調査の有無
《当初申告要件の廃止・控除額の制限の廃止》
・受取配当などの益金不算入
・国などに対する寄付金の損益算入
・所得税額控除
・外国税額控除

・税務行政コンプライアンス・リスクが高い分野「富裕層並び
に海外・クロスボーダー」への実施調査の重点化。
・税務に関するコーポレートガバナンスの充実を通じたコンプ
ライアンスの向上。
・多様なコンプライアンス確保策を活用した税務行政の推進。
・「国外財産調査」の提出制度の促進。
・「加算税の軽減・加重」をインセンティブとして、適正な国
外財産調書の提出を促進。
・「財産及び債務の明細書」の提出義務の強化
・「調査」「行政指導」かの明示を納税者に接触する最初の段
階で行う。
・「法人税の実効税率」を来年度から数年にかけて20％台に引
き下げる。
・相続税法の改正

税制改正のポイント

《基調講演》
税制改正と税務行政
講師／名古屋国税局　調査部部長　谷口 勝司氏

《研修会》
法人税・消費税のチェックポイント
講師／名古屋国税局　調査部審理課課長補佐　小山 太郎氏

誤りやすい源泉所得税
講師／名古屋中税務署　法人課税第１部門統括国税調査官　辻川 雅章氏

これからの税務行政の方向性
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公益社団法人 名古屋中法人会
NEWS

税を考える週間　平成26年11月10日㈪～16日㈰

名古屋中税務署長表彰受賞者（敬称略）

平成26年度 納税表彰式
日　　時／平成26年11月13日㈭　10：30～11：30
会　　場／KKR名古屋三の丸会館

名古屋中税務推進協議会会長表彰受賞者（敬称略）

加藤　正子
株式会社駒平キウブ商事　
　代表取締役副社長
公益社団法人名古屋中法人会
　女性部会　部会長
愛知県法人会
　女性部会連絡協議会　会長

加藤　一郎
加藤商事株式会社
　代表取締役
公益社団法人名古屋中法人会
　本部理事
　広報委員会　委員
　新栄支部　支部長

名古屋中税務署長表彰受賞者の皆様 名古屋中税務推進協議会会長表彰受賞者の皆様

平井　真樹
株式会社きときと
　代表取締役
公益社団法人名古屋中法人会
　青年部会　顧問

坂井　浩美
坂井木材株式会社
　代表取締役
公益社団法人名古屋中法人会
　厚生委員会　委員
　組織委員会　委員
　女性部会　副部会長

小出　朋子
株式会社丸小本店
　専務取締役
公益社団法人名古屋中法人会
　女性部会　理事

西垣　廣忠
エヌシーオートメーション株式会社
　代表取締役会長
公益社団法人名古屋中法人会
　本部理事
　新栄支部　常任理事　事業委員

大津　正己
川北電気工業株式会社
　代表取締役
公益社団法人名古屋中法人会
　本部理事
　税制委員会　委員
　新栄支部　理事

村上  実
株式会社保険相談センター
　代表取締役
公益社団法人名古屋中法人会
　本部理事
　組織委員会　副委員長
　栄東支部　理事
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暮らしの中の税金展2014
にこにこ音楽＆トーク

地元国会議員へ、税制改正の要望 当会の大河内健二副会長（税制担当）、清水正彌専務理事による
地元国会議員への「中小企業に対する税制改正の要望書」を提出しました。

公益社団法人名古屋中法人会の青年部会
は、平成25年７月１日～平成26年６月30
日までの会員増強運動において、前年度
実績から１割純増の目標を達した。

第28回全国青年の集い秋田大会

青年部会員増強表彰奨励賞受賞

日　　時／平成26年11月８日㈯　10：00～16：00
展示期間／11月14日㈮
会　　場／NHK名古屋放送センター１F　プラザウェーブ21

・税の作品表彰式
・税の作文　優秀作品の披露（朗読）
　　小学生　　習字
　　中学生　　作文・ポスター
　　デザイン専門学校　　れんらくぶくろ
・記念講演　ビール四方山話
　　アサヒビール 理事 中部統括本部長  保坂 実氏
・松元幼稚園年長組によるパフォーマンス
・金城学院中学校ハンドベルクワイヤによるハンドベル演奏
・税金クイズ・アンケート
　公益社団法人名古屋中法人会女性部会

松元幼稚園年長組によるパフォーマンス

れんらくぶくろ
の優秀作品

薬師寺みちよ参議院議員
日時／平成26年11月３日（文化の日・月） 11：00～11：30
場所／薬師寺みちよ名古屋事務所

安井美沙子参議院議員
日時／平成26年11月８日㈯　11：00～11：30
場所／安井美沙子愛知事務所

ポスターの優秀作品
作文の優秀作品

税金クイズ・アンケートのコーナー

期日／平成26年11月20・21日（木・金）
会場／秋田県民会館
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名古屋市内法人会e-Tax推進合同会議
　（公社）名古屋中法人会
　（一社）熱田法人会
　（一社）名古屋東法人会
　（公社）千種法人会
　（公社）名古屋北法人会
　（一社）名古屋西法人会
　（公社）名古屋中村法人会
　（一社）昭和法人会
　（一社）中川法人会 国税庁　→　国税電子申告・納税システム（e-Tax）

日頃は法人会活動にご理解とご協力をいただき、誠に
ありがとうございます。
平成22年９月から名古屋市内の９法人会と連携し、
「e-Tax利用の実施について」を名古屋市内９法人会の
会員の方へ同じご案内をしてまいりました。
その活動範囲は、９法人会全体の利用推進の取り組み
へと広げ、少なからず名古屋国税局管内におけるe-Tax
の利用割合の向上に寄与することができたと考えており
ます。
これも、一重に皆様方の活動へのご協力の賜物であ
り、深く感謝します。

さて、皆様もご案内のとおり、活動の主体は、「会員
企業の関与税理士による代理送信の依頼」でございまし
たが、今年度からは、この活動に加えて、e-Tax手続の
うち、利用開始の手続きが非常に簡単であり、また、多
くの会員企業の皆様方が行ってみえるであろう、源泉所
得税の納付に非常に便利な「ダイレクト納付」の利用に
向けた周知活動に取り組んで参ります。
ダイレクト納付とは、事前に税務署に「国税ダイレク
ト方式電子納税届出書」を提出しておけば、e-Taxを利
用して電子申告等又は納付情報登録依頼をした後に、簡
単な操作で、届出をした預貯金口座からの振替により、
即時又は指定した期日に納付することができる電子納税
の納付手段です。
このダイレクト納付の利用には、インターネットに繋
がるパソコンさえあれば、簡単な手続きですぐに開始す
ることができますので、会員の皆様には、是非、納税に
もスポットをあて、ご利用いただきますようお願い申し
あげます。
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インターネットができるパソコンさえあれば、
誰でもすぐに始められる、ダイレクト納付から始めてみましょう！

ダイレクト納付は、どなたでも簡単に始められます。

まずは、あなたの会社とダイレクト納付の相性チェック！！

税理士先生への代理送信依頼活動の継続のお願い

名古屋市内９法人会と連携して取り組んで参り

ました、会員の皆様からの関与税理士先生への

代理送信の依頼を行う活動につきましては、皆様

のご協力により着実に実を結び、名古屋市内の

e-Taxの利用割合が向上しております。

しかし、依然として名古屋国税局管内全体の法

人税等の申告に係るe-Taxの利用割合に比べて、

名古屋市内のe-Taxの利用割合は低調であるよう

です。

国税局に協力して、e-Taxの普及・定着を推進し

ております法人会の会員企業の皆様におかれま

しては、関与されている税理士の先生に対しまし

て、機会をとらえて

「当社の申告は、
e-Taxでお願いします」

と一言を添えていただきますよう、お願い申し

上げます。

会員企業の皆様のこの一言が、利用割合の向

上に繋がります。

会員の皆様、簡単・便利なダイレクト納付の活用をご検討ください

次の質問にチェックを入れてみましょう。

インターネットに繋がるパソコンを
持っている

e-Taxには協力したいが、手続きが面
倒だから二の足を踏んでいる

毎月、忙しい中、時間を割いて源泉所
得税の納付ために銀行に出かけている

源泉所得税の納付を、うっかり忘れて
しまったことがある

以上の項目に１つでもチェックができた方には、
ダイレクト納付はお勧めです！
ダイレクト納付は、
①利用開始の手続きが、とっても簡単
② 金融機関に行かなくても、指定した預貯金から
納付可能

③ 納付日を予め指定しておけば、納付のうっかり
忘れを予防

等々、特に、毎月の源泉所得税の納付にかかる事
務削減には効果絶大です！
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税務のお知らせ

［ 保存版 ］
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税務のお知らせ

［ 保存版 ］

NAKA  平成27年新春号　53



［ 保存版 ］

54　NAKA  平成27年新春号



税務のお知らせ

［ 保存版 ］
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税務のお知らせ
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税務のお知らせ

［ 保存版 ］

ます。）
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［ 保存版 ］

 平成 26 年３月 31 日に公布された「地方法人税法（平成 26 年法律第 11 号） 」により地方法
人税が創設されました。 
 これに伴い、平成 26 年 10 月１日以後に開始する事業年度から、法人税の納税義務のある法
人は、地方法人税の納税義務者となり、地方法人税確定申告書の提出が必要となります。 
 なお、地方法人税確定申告書と法人税確定申告書を一つの様式としています（裏面参照）ので、
この様式を使用することにより、法人税確定申告書と地方法人税確定申告書の提出を同時に行う
ことができます。 

（１） 課税事業年度
地方法人税の課税の対象となる事業年度（以下「課税事業年度」といいます。）は、法人の各

事業年度とされています。 

（２） 課税標準
   地方法人税の課税標準は、各課税事業年度の課税標準法人税額とされており、法人税申告書別

表一(一)を使用する法人の場合、次の算式により計算した金額となります。 

（３） 税額の計算
   地方法人税の額は、課税標準法人税額に 4.4％の税率を乗じた金額となります。 
   なお、法人税について外国税額控除の適用を受ける場合で、控除対象外国法人税の額が法人税

の控除限度額を超えるときは、地方法人税についても外国税額控除の適用を受けることができま
す。 

（４） 確定申告
   地方法人税確定申告書は、各課税事業年度終了の日の翌日から２月以内に納税地を所轄する税

務署長に提出しなければなりません。 
   なお、課税標準法人税額がない場合であっても地方法人税確定申告書を提出する必要がありま

すので、この場合には、｢基準法人税額｣、｢地方法人税額｣及び｢所得地方法人税額｣の各欄に「０」
と記載して提出してください。
（注１） 法人税の納税義務のない法人（例えば、公益法人等及び人格のない社団等で収益事業を行っていない

ものや国内源泉所得を有しない外国法人）や清算所得に対する法人税を課される平成 22 年９月 30 日
以前に解散した内国法人である普通法人又は協同組合等については、地方法人税確定申告書を提出する
必要はありません。 

（注２） 法人税確定申告書の提出期限が延長されている場合には、地方法人税確定申告書の提出期限は、その
延長された提出期限となります。 

（５） 中間申告
 平成 27 年 10 月１日以後に開始する課税事業年度において、法人税の中間申告書を提出すべ
き法人は、地方法人税についても中間申告書を提出することになります。 

地 方 法 人 税 が 創 設 さ れ ま し た

地方法人税の概要 

（ 算 式 ）

課税標準法人税額
別表一(一)｢４｣欄 ＋ 別表一(一)｢５｣欄 ＋ 別表一(一)｢７｣欄
＋ 別表一(一)｢９｣欄 ＋ 別表一(一)｢10 の外書｣欄 

＝ 
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税務のお知らせ

［ 保存版 ］

◎ 法人税申告書別表一(一)から別表一の二(三)までの各様式（以下「別表一(一)等」といいます。）
の下部が地方法人税申告書となっています。 

  なお、別表一(一)等には、それぞれ次葉が設けられていますので、「法人税額」、「地方法人税額」
及び「課税留保金額に係る地方法人税額」に記載する金額の計算や所定の項目の記載に当たっては、
次葉を使用してください（別表一(一)等及び次葉の様式は国税庁ホームページ（www.nta.go.jp）
に掲載しています。）。 

◎ 以下は、書面で提出していただく場合の別表一(一)です。 

 （注） 平成 26 年９月 30 日以前に開始した事業年度については、地方法人税確定申告書の提
出は不要ですので、法人税の申告の際は「平成 26 年４月１日以後終了事業年度分」の別
表一(一)等をご使用ください。 

◎ この記事に関するご質問、ご不明な点がございましたら、最寄りの税務署にお問い合わせください。

（注）

地方法人税申告書の様式 
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